
　当社グループは、目まぐるしく変化する経営環境に適応すべく、2027年を目標年度とする長期構想Scientific 
Innovation Chain 2027（SIC27）に取り組み、3カ年単位の中期経営計画を遂行しています。SIC27では「すべての生
活者・生命・地球環境がいきいきと共存・共生する世界」を提供価値として当社グループが持続的に成長し、その企業
活動が社会の持続可能性の向上に寄与する姿をコンセプト「サステナブルグロース」として掲げています。
　それぞれの中期経営計画においては、財務目標を設定した事業活動を推進することに加えて、企業と社会のサステナビ

業
績
目
標
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ィ
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▶▶▶P.39

▶▶▶P.29

　　2021年度（実績） 　　2022年度（実績） 　　   2023年度（目標）

287,989百万円 315,927百万円 330,000百万円

13,005百万円 6,865百万円 11,000百万円

4.5% 2.2% 3.3%

4.4% 4.3% 2.7%

連結売上高

連結営業利益

営業利益率

ROE
※2022年度実績を受け、SIC-Ⅱ期間最終年度である2023年度の目標値を修正しています。

• ライフ、コミュニケーション、サステナビリティの方向性での生活文化創造
• 圧倒的に高い品質の保証

• 環境負荷を低減する革新的な技術・製品・サービスの開発と普及
• 気候変動問題の解決や対応に向けた取り組み
• 化学物質の適切な管理

• 協働を通じたサプライチェーンとの共存共栄
• あらゆるステークホルダーの人権尊重

• 社員の満足につながる労働安全衛生の徹底と健康経営の推進
• 組織の活性化に向けたダイバーシティ推進

• コンプライアンスの徹底、腐敗・汚職の撲滅
• 確実なリスクマネジメント、災害対応の推進
• 事業を通じた地域社会発展への貢献

お客様の期待を超える
価値を提供し、社会に貢献する

サプライチェーンと共存共栄を図り、
ステークホルダーの信頼に応える

革新的技術を通じて
環境と共生する

社員を大切にし、
幸せや働きがいを追求する

信頼を支える
堅実な企業基盤を築く

主な実行項目 

SIC-Ⅰ
（2018～2020年度）

中期経営計画SIC-Ⅱ
（2021～2023年度）

新たな時代に貢献する生活文化創造企業を目指す

TSV2030
（～2030年度）

SIC-Ⅲ
（2024～2026年度）

長期構想Scientific Innovation Chain 2027（SIC27）
提供価値　For a Vibrant World（すべての生活者・生命・地球環境がいきいきと共存・共生する世界）
行動原理　科学的に実行する × 革新的に発想する × それぞれの活動を連鎖させる
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2050年を見据えた東洋インキグループの価値創造

2018 2021 2024



バックキャストで
中間目標を設定

バックキャストで
方向性と目標を設定

リティに関する5つの重要課題（マテリアリティ）を策定し、中期経営計画と連動したサステナビリティ活動を進めています。
　さらに、近年の気候変動対応やカーボンニュートラル、SDGsへの取り組みに関するグローバルの動向、および
企業に向けられた要請が活発化する中、SIC27よりも長期的な視野での目標設定と取り組みが必要であると考え、
2050年を見据えた当社グループのサステナビリティ活動の実践的な長期目標として、サステナビリティビジョン

「TSV2050/2030」を策定しました。

▶▶▶P.29

TSV2030
2030年のマイルストーンでの中間目標

SDGs達成に向けた企業としての貢献を推進

TSV2050
2050年のあるべき姿に至る方向性

カーボンニュートラル達成など

目標年（2050年）に
おけるあるべき姿

1. 持続可能な社会を実現させる製品・サービスの提供
提供する全製品・

サービスが
サステナビリティに

貢献している

◦�サステナビリティ貢献製品売上高構成比率
80％

◦�ライフサイクル視点でCO2排出削減に貢献
できる製品の拡大

◦�すべての製品をサステナビリティ貢献
製品に

◦�お客様の脱炭素化に貢献

2. モノづくりでの環境負荷低減

モノづくりにおける
環境負荷が

最小化されている

◦CO2排出量
国内35％削減（2020年度比）
海外35％削減（2030年度BAU比）

◦�廃棄物外部排出量
国内50％削減（2020年度比）

◦�有害化学物質排出量
国内30％削減（2020年度比）

◦�生産活動でのCO2排出量を実質ゼロ、
環境負荷を最小化

◦�廃棄物の発生を最小化
◦持続可能な水利用を実現

3. 信頼される企業基盤の構築

社会の持続可能性
向上に寄与できる
企業になっている

◦�環境・社会調和な原材料調達の実現
◦�社員の多様性の尊重、自然・地域との共生
◦�絶え間ないガバナンス体制の再構築

◦�サプライチェーン、人材・地域活動、
ガバナンスを環境・社会貢献の視点
で継続的に改革・変革

サステナビリティビジョンTSV2050/2030

TSV2030
（～2030年度）

TSV2050
（～2050年度）

SIC-Ⅲ
（2024～2026年度）

2050

長期構想Scientific Innovation Chain 2027（SIC27）
提供価値　For a Vibrant World（すべての生活者・生命・地球環境がいきいきと共存・共生する世界）
行動原理　科学的に実行する × 革新的に発想する × それぞれの活動を連鎖させる
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基本となるビジネスモデル

持続可能性

重要課題4
社員を大切に
し、幸 せ や 働
きがいを追求
する

成長

重要課題2
革新的技術を
通じて環境と
共生する

重要課題１
お客様の期待
を超える価値
を提供し、社
会に貢献する

重要課題3
サプライチェー
ンと共存共栄
を図り、ステー
クホルダーの
信頼に応える

価値創造の基盤となる強み

▶▶▶P.39

▶▶▶P.25、27

重要課題5　信頼を支える堅実な企業基盤を築く

価値創造モデル
当社グループは、「サステナブルグロース」が示す企業と社会の持続的成長を目指して、事業活動によって生み出
される製品・サービスを通じた価値提供に努めています。グローバルにおけるさまざまな社会・環境課題を認識・
把握するとともに、グループの技術力を発揮して課題解決に貢献できる道筋をお客様と共創していくというビジネ

INPUT

・気候変動、地球温暖化
・再生可能エネルギーの普及
・海洋プラスチックごみ問題
・資源の枯渇、地政学的な調達困難化
・サプライチェーンにおける人権問題
・世界的な人口増加
・高齢化に伴う医療問題
・新興感染症の発生、流行拡大
・交通インフラの進化、DXの伸長　など

社会・環境課題 中期経営計画「SIC-Ⅱ」（2021～2023年度）

持続的成長の実現のための重要課題（マテリアリティ）

自然資本
企業と社会の持続可能性を支える
地球環境と資源

社会・関係資本
地産地消を推進するネットワークと
健全なサプライチェーン

人的資本
価値創造を支える多様な人材と
良好なエンゲージメント

知的資本
新たな事業の創出・拡大を牽引する
技術基盤と体制

財務資本
投資と株主還元のバランスを重視した
健全な財務基盤

製造資本
生活文化創造の土台となる
モノづくりプラットフォーム

基本方針 1 基本方針 2 基本方針 3

事業の収益力強化 重点開発領域の
創出と拡大

持続的成長に向けた
経営資源の価値向上
（企業体質の変革）

独自のコア技術と成長性
色材やポリマーの合成・分散・
塗加工・塗膜構造制御などに
関する独自かつ高度な技術力

お客様との共創
堅固な協力関係を培ってきた
お客様との共創が生み出す、
ニーズに合致した価値提供力

▶▶▶P.13、29

▶▶▶P.17

新たな時代に貢献する生活文化創造企業を目指す

課題解決につながる
新製品開発

価値創造の源泉となる資本

共創技術
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グローバルに展開する4つの事業セグメント

注力する3つの重点開発領域

▶▶▶P.47

▶▶▶P.33

スモデルを間断なく続け、「新たな時代に貢献する生活文化創造企業」として、価値創造の流れをスパイラルアップ
していきます。

素材の力で
課題解決に貢献する

OUTPUT

• 環境調和型パッケージ
バイオマス、リサイクル

• EV・新エネルギー
リチウムイオン電池用材料

サステナビリティ・サイエンス
持続可能な社会の実現に貢献する環境調和やエネルギーの領域

5G・IoT社会を支えるデジタルデバイスの領域

5G・IoT社会を支えるデジタルデバイスの領域

コミュニケーション・サイエンス

• IoT・センサー
光学制御材料

• 5G・半導体
低誘電材料、機能性フィルム

色材・機能材関連事業
汎用顔料、顔料分散体、高機能顔料、カラーフィルタ
用ペースト、カラーレジスト、カラーマスターバッチ、
機能性マスターバッチ、機能性コンパウンド、記録材
塗料、カーボン分散体、インクジェットインキなど

ポリマー・塗加工関連事業
粘着剤、ラミネート接着剤、ホットメルト、接着
テープ、エレクトロニクス関連機能性フィルム材
料、マーキングフィルム、製缶塗料、樹脂、ハード
コート、メディカル製品、天然材料など

パッケージ関連事業
グラビアインキ、フレキソインキ、グラビア機器、
グラビア・フレキソ製版など

印刷・情報関連事業
オフセットインキ、新聞インキ、金属インキ、UV
硬化型インキ、オフセット印刷材料、印刷検査装
置、スクリーンインキなど

東洋インキグループが提供する価値

OUTCOME

すべての生活者・生命・地球環境が
いきいきと共存・共生する
世界の実現に貢献します。

ライフ・サイエンス

• メディカル
貼付型医薬品、生体適合素材

• デジタル印刷
インクジェットインキ

人々の生活を豊かかつ健やかにする医療や感性の領域

環境価値

地球環境と共生する
循環型社会

生活価値

快適・健やか・安全に
暮らせる社会

・使用時の温室効果ガス排出量削減
・発電・送電・蓄電における高効率化
・生分解性原材料の積極的活用
・地産地消、化石資源からの脱却
・人権侵害に加担しない原材料調達
・介護や治療の現場でのQOL向上
・創薬・医療研究のサポート　など
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価値創造の源泉となる資本
当社グループの経営基盤を支え、価値創造の源泉となるのが、財務、製造、人的、知的、社会・関係、自然 の6つ
の資本です。これらの資本を自在に活用することで、さまざまな社会課題を解決する事業活動を展開していきます。
そのようなグループの事業活動が創出する経済価値や環境価値・生活価値が、経営基盤の強靭化とさらなる価値
創造を実現するための原動力となります。

企業の持続的成長に向けた投資は、健全な財務基盤によって実現可能
となります。当社グループは、「財務体質の健全性」「成長に向けた積極
的な投資」「株主への還元」の3要素の適切なバランスを重視した資源配
分を行い、グループの価値創造を支えます。

投資と株主還元のバランスを重視した
健全な財務基盤

当社グループは、創業以来モノづくり企業として社会に貢献することを
志向してきました。原材料である顔料やポリマーから製品であるインキ
や各種機能性製品までを一貫生産できる体制によって、当社グループの
掲げる生活文化創造を実現します。処方やノウハウ、生産技術を国内外
のグループ各社が共有することで、地産地消とグローバル品質マネジメ
ントの仕組みを構築し、地域ごと・市場ごとの要望に対し期待以上のソ
リューションを提供することができます。

生活文化創造の土台となる
モノづくりプラットフォーム

財務資本

製造資本

■ 素材から製品までの一貫生産体制

■ 品質マネジメントのグローバルネットワーク

■ 生産拠点 国内13拠点　海外27拠点

■ 設備投資額 17,190百万円

■ 海外生産比率（数量ベース） 62.3％

■ 休業災害度数率 0.286（国内）

※数字は特記のない限り2022年12月31日時点のものです。

■ 総資産 411,177百万円

■ 親会社株主に帰属する当期純利益 9,308百万円

■ 自己資本 219,047百万円

■ キャッシュ・フロー（現金及び現金同等物の期末残高） 53,385百万円

▶▶▶P.23
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当社グループが最も重要としている経営資源は社員です。世界約8千人の多様な人
材が各々のミッションに取り組み、グループの価値創造を支えています。さまざまな
人事施策と育成プログラムを通じて、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進や、
働きがいのある職場環境の醸成、社員各々のキャリア形成のサポートを図り、企業と
社員の良好なエンゲージメント構築に取り組んでいます。また、デジタルによる事業
改革を加速すべく、DXに対応できる人材の育成も進めています。

価値創造を支える多様な人材と
良好なエンゲージメント

新たな事業の創出・拡大を牽引する
技術基盤と体制

地産地消を推進するネットワークと
健全なサプライチェーン

企業と社会の持続可能性を支える
地球環境と資源

人的資本

知的資本

社会・関係資本

自然資本

■ 連結社員数　　　　　7,930名（国内3,064名　海外4,866名）

■ 女性採用比率（新卒・経験者） 33.3％（東洋インキSCHD原籍）

■ 女性管理職比率 4.5%（国内・2023年1月時点）

■ グループ会社数 連結61社　持分法適用7社

■ 事業活動地域・拠点 24カ国　109拠点

■ 海外売上高比率 52.8％

■ エネルギー使用量 85,075kL〔原油換算〕

■ 水使用量 4,827千m3

■ 基礎研究・応用研究・製品開発に分化・階層化されたR&D体制

■ 幅広い事業展開を可能にするテクノロジープラットフォーム

■ 研究開発・技術部門社員数 776名（国内）

■ 海外現地採用社員の管理職数 514名

■ 社員満足度 83.9％（国内・社員意識調査におけるポジティブな回答率）

■ 主要なサプライヤー 約300社（国内）

■ お客様との信頼関係を続けてきた時間 127年（創業1896年）

■ 原材料（石化系・非石化系） 161,313t

■ 研究開発費 9,111百万円

■ 特許保有件数 国内2,099件　海外922件

▶▶▶P.19

▶▶▶P.24
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　当社グループでは、すべての人びとの価値観や多様性を尊重する
こと、また「生活文化創造企業」として製品やサービスを通じて人びと
の生活や社会に価値を提供しつつ成長し続けることを、社員の共通の

“思い”としてきました。この思いはこれから先も変わることはありま
せん。
　近年、企業や人を取り巻く環境は大きく、速く変化しています。コ
ロナ禍を経て、事業環境や働き方までもが様変わりしました。そのよ
うな中、当社グループは社名や行動指針の変更を控えており、新た
な未来への一歩を踏み出そうとしています。持続的成長の原動力である社員が、主体的にいきいきと活躍でき
る環境こそが新たな価値創造の基盤になると考え、従来の概念や慣習から脱却し、社員一人ひとりが主役とし
て企業変革に挑んでいくための新たな人事制度の検討に着手しています。SIC-Ⅱ期間においては、女性活躍や
ジェンダー理解の促進、社員の成長と自律を後押しする教育体系の整備、安心して活躍するための健康増進や
育児・介護などとの両立支援といった諸施策を、グループの各社・部門・拠点と連携して推進しています。
　「僕の前に道はない　僕の後ろに道は出來る」これは高村光太郎の詩の一部で、私の好きなフレーズです。
社員自らが自身の道を拓いて歩んでほしいとの願いから、多様な社員が自由な考えで一歩を踏み出せる風土
の醸成と、自由に意見を出し合い、尊重し合い、協働するリベラルな職場環境づくりを目指しています。

執行役員　人事担当　グループ人事部長 

関野 純二

価値創造の源泉となる資本～人的資本マネジメント
経営哲学として「人間尊重の経営」を掲げている当社グループが最重要と位置付けている資本（経営資源）は社員で
す。企業がステークホルダーへの価値提供を継続的かつ発展的に行っていくためには、社員の活躍や成長が不可
欠であるとの考え方に基づき人事ポリシーを制定しました。当社グループは本ポリシーに則って人的資本戦略を構
築し、各種施策を展開しています。

社員の成長を支える「人事ポリシー」３つの柱

当社グループは、「多様な個の夢の実現を尊重する」
を行動指針の一つに掲げています。その指針の実践と
して、性別や年齢、障がいの有無などにかかわらず多様
な人材が各々の能力を最大限に発揮し、やりがいを持っ
て働くことのできる職場づくりを目指しています。

当社グループが2015年に制定した「人事ポリシー」

は、労働法制の異なる世界各地に所在するグループ各
社での人事方針・戦略を共通化するため、「人・人材・
人権」に関する考え方、会社が求める社員像、構築すべ
き育成システムや職場環境についてまとめたものです。

「人事ポリシー」は、海外赴任者や現地人事担当者の研修
にも活用しています。

▎社員一人ひとりが主役

経営理念への共感、期待する社
員像の体現のため、将来的な
キャリアに向けた実践の機会を
提供し、育成のしくみを整えて
いきます。

多様な人材が切磋琢磨して、知
恵や技術を融合していくことで
新しい価値を世界に提供してい
くことができるとの考えのもと、
多様な人材が活躍できる風土を
整えていきます。

安全な職場環境と社員の健康は
最も重要であるとの考えのもと、
社員一人ひとりが安心して働け
るよう職場環境を改善していき
ます。

長期的なキャリアを歩める
しくみの構築

多様な人材が活躍できる
風土の醸成

人事ポリシーの3つの柱

安心して働ける
職場環境づくり
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雇用とキャリア／人材育成

当社グループが持続的成長を実現するには、社員一人
ひとりが自身の成長のビジョンを持ち、それに向かって
着実に成長していくことが不可欠です。成長マインド
を抱く人材を雇用し、成長の機会を継続的に提供するこ
とが当社グループの責務であると考え、社員の多様な価
値観やキャリア志向を尊重し、新たな領域へとチャレン
ジする人材、質の高い仕事を実践できる人材を育てるた
め、人材育成に力を入れています。

当社グループの人材育成は、人事異動によるキャリア
形成を促す「人材ローテーション」、研修・教育システム
である「東洋インキ専門学校」、社員の新たな発想やチャ
レンジを促す「社長表彰／コンテスト」の3つを施策の柱
としています。

人材ローテーション制度
　国内グループの人材ローテーション制度は、社員が
部署や職務の異動を通じてスキルの向上・増強を図り、
各々のキャリアを形成していくことを目的としていま
す。具体的な施策として「育成異動」「自己申告反映異
動」「社内公募／キャリアチャレンジ制度」「海外ワーク
ショップ」の4つがあります。

東洋インキ専門学校
　人材育成と風土改革を目的に2007年に設立された、
国内グループ全社規模の研修・教育システムです。階
層別研修、職種別研修、グローバル人材育成研修をはじ
め、マインドセットやスキル習得を推進しており、人材
の底上げと将来の経営幹部の育成を基本方針として、さ
まざまな研修や活動を進めています。
　SIC-Ⅱ期間では、オンライン研修の大幅な拡充、社員・
役員へのDX関連研修の実施、リスキリング推進やリカ
レント教育支援などに注力しています。
　専門学校以外にも、次世代経営者の育成を目的とした

「未来検討タスクフォース」を社長自ら主宰し、自立した
経営判断のできる経営幹部候補者を育成しています。

社長表彰、コンテスト（インセンティブの取り組み）
　個人のモチベーションや組織のモラールを高め、社員
の成長につなげるべく、インセンティブの取り組みを実
施しています。優れた成果・業績を上げた事業活動を
表彰する制度として「グループ社長賞表彰」を毎年行っ
ています。また、新しい発想を具現化する能力を高め、

“挑戦し続ける風土”、“提案し続ける風土”の醸成を目
的に「ビジネスアイディアコンテスト」を実施していま
す。コンテストで高評価を獲得した企画は、事業化に向
けた取り組みを推進するプロジェクトが編成され、これ
に受賞者も加わるなど、社員の自己実現の場を提供する
しくみになっています。

施策 しくみと狙い 過去3ヵ年の
対象社員

育成異動
新卒入社6年目の社員を対象に、主体的な
キャリア形成やチャレンジマインド醸成、イ
ノベーション創出を目的とした異動を実施。

92名

自己申告反映
異動

年1回の「自己申告アンケート」をもとに、異動に本人の
意思を反映させる仕組み。社員本人が描くキャリアプラ
ンの実現に努めている。

社内公募制度
キャリア

チャレンジ制度

部門が募集要件を提示し、社員が上司の了承
を得ることなく応募できる制度。社員が「自ら
取り組みたい仕事」にチャレンジできる。

22名

海外ワーク
ショップ

グローバル人材育成のための海外研修（海外
グループ会社へのインターンシップ）制度。
海外ビジネスへの適応力や異文化コミュニ
ケーションスキルを培う。

コロナ禍
により
中断中

　社員個人が描くキャリアプラン、ライフプランを応
援すること。それは人材育成というミッションにおい
て不可欠な考え方の基盤です。各々の社員が夢を
実現するためには、インプット形成期の研修だけでな
く、社員間のディスカッションや業務を通しての成長
が重要です。今後も、それぞれの人生ステージに寄
り添ったリカレント、リスキリング教育や適正な配置
を実施し、あらゆる社員が充
実して業務に取り組めるよう
支援していきます。

VOICE

グループ人事部
人材開発グループ　リーダー

高嶋 一彰

指標と実績
2020年度 2021年度 2022年度

一人当たり研修費用(千円) 20 30 30

DX研修・リスキリング受講者数（名） 620 409 1,143

2014～2022年度

ジョブリターン制度による採用数（名） 7

※�ジョブリターン制度：出産・育児・介護・キャリアアップなどの理由で退職した
社員が、これまでのキャリアやスキルを活かして再び活躍できるように再雇用す
る制度。カムバック制度、自社キャリア採用制度ともいう。
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価値創造の源泉となる資本～人的資本マネジメント

ダイバーシティ＆インクルージョン

ダイバーシティ &インクルージョン（D&I）は、経営
哲学「人間尊重の経営」の観点から、当社グループの人的
資本強化として取り組むべき最優先課題の一つである
と認識しています。性別や年齢、国籍、障がいの有無に
かかわらず多様な価値観・考え・発想が尊重され、すべ
ての社員が存分に仕事に取り組める職場環境をあるべ
き姿として、D&I戦略を構築しています。

2021年9月に「ダイバーシティ推進プロジェクト」を
発足し、当社グループの現状調査と分析、経営層との意
見交換、当社グループのあるべきD&Iの提案、管理職社
員を対象としたアンコンシャス・バイアス研修など、約
1年間にわたって活動しました。なお、この研修では、
企業におけるD&Iの必要性とリスクの把握、自身の中に
あるアンコンシャス・バイアスへの気付きと自部門に
おける多様性の再確認などを行い、さらに動画配信で国
内全社員に展開しました。

当社グループのD&I施策は、女性・障がい者・シニ
アなどさまざまな属性の社員を想定していますが、現在
の女性管理職比率が国内平均の半分程度しかないとい
う状況であることから、女性活躍推進には特に力を入
れています。2023年度からは、ダイバーシティ推進プ

ロジェクトの役割を継承する「D&I 推進室」を東洋イン
キSCホールディングス(株)グループ人事部内に設置し、
新たな体制でD&I推進を加速します。

女性の活躍推進
女性活躍推進は、他のD&Iテーマと並んで、当社グ

ループの人的資本強化における最重要テーマの一つであ
り、多くの女性が活躍できる企業を目指しています。新
規採用や管理職任用における女性比率をKPIとして目標
値を設定するとともに、女性のキーポジション任用を推
進する制度改革や女性管理職候補者への研修、育児休
業からのスムーズな復職をサポートするしくみの構築と
いった施策を展開しています。

また、女性社員への働きかけだけでなく、男性の意識
改革もまた不可欠であるとして、役員・部門長向けのセ
ミナー開催や、男性社員の育児休業取得の制度改定など
も行っています。2022年10月の改正育児・介護休業
法の施行に合わせて、ガイドブックの改定、制度利用者
や労働組合からの意見聴取と課題抽出、管理者研修や社
員周知活動などを実施しました。

職場環境においては、「性別や年齢を問わず働きやす
い職場」を目指しており、グループ横断の職場環境改善部
会を通して、課題抽出と改善活動に取り組んでいます。

LGBTQ＋への理解と対応
　性自認・性的指向・性表現など性差に関するダイ
バーシティのテーマは、現代社会における重要な人権課
題であると認識しています。社員・役員の理解と啓発
を軸とする風土改革に始まり、具体的な制度改革や職場
環境の整備に積極的に取り組んでいます。
「LGBTの理解を深めサポートするためのガイドライ

ン」の制定、アライ（あらゆる違いを理解し味方する人）
の輪を広げるセミナーや活動の実施に加え、2022年6
月には「パートナーシップ制度」を導入し、従来法律上
の配偶者にのみ適用していた、慶弔や育児・介護、転勤
や海外赴任に関する社内制度や福利厚生について、事実
婚および同性パートナーにも適用範囲を拡大しました。
これらの活動が評価され、2022
年11月に職場におけるセクシュ
アル・マイノリティへの取り組
み指標であるPRIDE指標の「ゴー
ルド」に認定されました。

※1 経験者採用は含まない　※2 翌年1月時点での人数をもとに算定
※3 東洋インキSCホールディングス(株)原籍の社員　※4 2022年度より実施

D&I推進体制（2023年度）

監督

マネジメント

監督

報告・提案

報告

報告

連
携

取締役会

◦制度・しくみの検討
◦教育研修の企画・実施
◦�社内外への広報活動と風土醸成

◦�拠点に適した推進方法の
検討・実施

◦�推進活動（推進月間）

◦�ワーキンググループ活動への参加

代表取締役社長

D&I責任者　執行役員グループ人事部長

グループ経営会議

D&I推進室 D&I推進委員

ALLYメンバー

グループ人事部 拠点管理部門ほか

指標と実績
2020年度 2021年度 2022年度

新卒女性採用比率（%）※1 31.3 32.2 32.5
女性管理職比率（%）※2 3.9 4.5 4.5
障がい者雇用者率（%）※3 2.35 2.56 2.60
外国籍社員数（名）※3 21 27 28

ダイバーシティ研修参加者数（名）※4 ― ― 66
アライ賛同者数（名）※4 ― ― 94
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社員一人ひとりが会社の財産であり、その人的資本で
ある社員の能力が最大限に発揮され、安心して働ける職
場環境をつくることが、当社グループの持続的成長には
不可欠です。このような認識のもと、当社グループは、
健康増進・疾病予防・メンタルヘルスケアなど、社員の
健康を維持向上するための取り組み（健康経営）を推進
しています。また、社員一人ひとりの生活・人生設計・
キャリア志向などのプライベートな価値観の多様性を
尊重しながらも、労働生産性やエンゲージメントの向上
につながる労務管理・制度改革・福利厚生支援を図っ
ています。

社員健康調査／産学連携の睡眠改善施策の実施
健康、プレゼンティーズム（疾病出勤）、エンゲージメ

ントの現状把握とこれらの関係性の解明を目的として、
2022年度から「健康に関する社員アンケート」を実施し
ています。プレゼンティーズムとは「出社しているもの
の心身の不調によって業務効率が低下している状態」を

安心して働ける職場環境づくり（健康経営とワーク・ライフ・バランスの推進）

　当社グループは、社員一人ひとりが成果の
創出に向け、自身の個性や強みを最大限に発
揮することで、多様な人材による新しい価値を
創造する集団となることを目指しています。こ
れまでの常識や価値観にとらわれることなく、
多面的に課題を捉え、広い視野で議論や検討
を重ねることが重要です。あらゆる属性や異な
る価値観の人材が、さまざまな意思決定の場
に参画している状態を目指していきます。

VOICE

グループ人事部　D&I推進室　リーダー
柳田 麻衣子 D&I推進室メンバー（2023年4月）　前列左から2人目が柳田リーダー

意味し、休業や欠勤と違って可視化困難な損失とされて
います。

当社グループは、社内分析を通じて社員の睡眠（質／
量）とエンゲージメントや生産性に関係があることを解
明し、正しい睡眠習慣や生活習慣を身に付け、健康的な
生活を送ることで、エンゲージメントや生産性の向上に
つなげるべく「睡眠改善プログラム」を全社規模で実施
しています。前述のアンケート調査をベースに、本プロ
グラムの効果検証を早稲田大学政治経済学術院および
教育・総合科学学術院との産学連携で行った結果、睡眠
習慣が改善された社員は平均4.4%生産性が改善された
ことが統計解析から判明しました。

健康経営優良法人2023「ホワイト500」認定
当社グループは、社員の健康に配慮した経営を実践

している企業として、7年連続で健康経営優良法人「ホ
ワイト500」の認定を受けています。産学連携の睡眠改
善施策に加え、食生活からの体質改善を目的とした社員
食堂イベントや、被扶養者の健康診断受診を推進する取
り組み、健康診断結果のフィードバックと重症化予防な
ど、社員一人ひとりに寄り添った健康増進施策を健康保
険組合や各拠点のヘルスケア推進リーダーと連携して
実践しています。また、社員
の心の悩みやさまざまな相談
に耳を傾けカウンセリングを
行う「社内相談員制度」を設け
ています。

※全有休休暇＝年次有給休暇＋看護介護休暇＋特別休暇＋積立休暇

指標と実績
2021年度 2022年度

健康経営関連投資額（百万円） 125 123
平均残業時間（時間/月） 7.6 7.2
年次有給休暇取得平均日数（日/年、暫定値） 11.1 12.3
全有休休暇取得平均日数※（日/年、暫定値） 15.2 16.7
定期健康診断受診率（%） 100 100

育児休業等・育児目的休暇取得率（%）
女性 100
男性25.8

女性 100
男性92.7
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価値創造の源泉となる資本～製造資本の強化
モノづくり企業である当社グループは、製品・サービスを通じて社会に価値を提供しています。工場施設や生産設
備などの製造資本を増やし、生産効率を高めることは、提供価値の量的・質的向上を推進することであり、これに
よって、社会の持続可能性向上への貢献と当社グループの持続的成長の両立を実現します。

生産設備の高効率化による質的強化

製造資本に対する強化策は、量的強化だけでなく、
その質の向上も進めています。具体例として、生産拠
点で使用する熱や電力などのエネルギーを再生可能エ
ネルギー由来に置き換えるために、太陽光発電設備を
積極的に導入する、既存の生産設備をエネルギー効率
の高い（省エネ性能の良い）も
のに置き換えるなどによって、
Scope1+2のCO2排出量削減を
図り、お客様に製品の低炭素性
能という価値を提供しています。

海外ポリマー生産拠点への継続的投資

グローバルに展開している当社グループのポリマー・
塗加工関連事業は、新興国における人口増加や消費者生
活の向上などによって急激に需要を伸ばしています。こ
の需要に対応すべく、当社グループはSIC-Ⅱ期間の3年
間で海外のポリマー・塗加工関連事業の主要な生産拠点
に積極的に投資し、生産能力の増強に取り組んでいます。

粘着剤については、中国・インド・アメリカ・韓国で
相次いで新設備を稼働し、生産能力を20％増に強化し
ました。特にインドでは、当初の想定を大きく上回る需
要増大が見込まれることから、次期投資の検討に入って
います。建材・自動車用途の粘着テープの国産化機運

の高まりによって、現地テープメーカーによる粘着剤の
国内調達が増大している状況を好機として、利益につな
がる投資を進めています。

ラミネート接着剤については、トルコ・中国での軟包
装用ラミネート接着剤生産設備への投資増大により、生
産能力を13％増とし、さらに2023年夏の稼働に向けた
マレーシアでの増強も進行中です。また、先進国アメリ
カも当社グループにとっての戦略市場と捉え、テキサス
州の工場で粘着剤の生産能力増強を実施したことに加
え、ラミネート接着剤や製缶塗料の現地生産化を意識し
た市場開拓を推進しています。

　粘着剤やラミネート接着剤は、食品包装から工業
材まで用途が多彩で、世界的に需要が伸びていま
す。当社は性能面での優位性を活かし、各地で高性
能・安定品質の製品を提供すべく、積極投資を行っ
ています。今後も、協業も含めた柔軟でメリハリのあ
る投資を通じて、お客様に価
値を提供し、社会課題の解決
に貢献していきます。　

VOICE

トーヨーケム(株)　国際経営部　部長
松岡 太一郎

トルコ

インド マレーシア

中国 韓国 米国
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価値創造の源泉となる資本～知的資本の強化
知的資本を強化することは、将来のグループを支える事業の柱を増やし育てることにつながります。当社グループ
は全社R&D体制の再構築に加え、DXの活用による研究開発のスピードアップ、そして社外研究開発機関とのオープ
ンイノベーションによる社内・社外の「知の融合」によって、知的資本の強化を推進しています。

当社グループは、今後新たに知的資本を強化していく
うえで、社内の知の活用だけでなく多様な社外の知との
邂逅・融合を図る「オープン」な研究開発を推進していま
す。2022年1月、国立大学法人東京工業大学と、環境・
IT・バイオ分野に関する先端研究を推進する「東洋イン
キグループ協働研究拠点」を設置しました。地球規模の
環境問題の解決に向けた次世代電池やCO2活用の推進、
デジタルテクノロジーの発展に貢献するIT関連材料技術
の開発、次世代の医療技術
につながるバイオテクノロ
ジーの探求に取り組み、新た
な時代に求められる価値の
創造に挑戦しています。

さらに、スポンサーとして参加した「フェニクシーイ
ンキュベーションプログラム」第7期（2022年11月～
2023年3月）に社員を派遣しました。本プログラムでは、
参加者（フェロー）が専用施設に4カ月間滞在し、日常的

な異業種交流を通して社会
課題解決につながる新規事
業創出・社内事業化に取り
組みました。当社グループ
は、本プログラムを通じて新

研究開発の方向性と体制

中期経営計画「SIC-Ⅱ」に基づき、
重点開発領域（環境・デジタル・健
康）を軸に新規事業の創出に取り組
んでいます。長期開発テーマを担う
持株会社の研究所に加え、各事業セ
グメントを主管する中核事業会社に
中期的な開発テーマを担う研究所を
設置しました。

2023年度には、新製品・新事業の
さらなる創出を推進するために、マー
ケティングから事業企画機能までを
担う「インキュベーションセンター」を
新設しました。

規事業の企画立案や実行力を強化するとともに、「挑戦
する風土」をグループ内に深く根付かせることで「新たな
時代に貢献する生活文化創造企業」として真に必要とさ
れる価値を提供し続ける企業を目指します。

DX推進による研究開発の加速

研究開発におけるDXの活用として、MI（マテリアル
ズ・インフォマティクス）の導入を進めています。素材
探索・開発において、膨大な情報と研究者の経験や試行
錯誤を要してきたこれまでの方法から、MI導入により
データドリブンの方法論を構築し応用することで、研究
開発の効率化や高度化につなげています。特に、当社グ
ループのコア技術である色材設計技術において成果が表
れ始めています。

また、生産プロセス開発においてもDX活用を推進して
います。センサーデジタルツールの活用や計算科学、シ
ミュレーションの活用により、新しい製品開発における
スケールアップなど生産実機での実現性把握や品質ブレ
発生の予測、最適な生産プロセス条件の予測を行うこと
で、開発成果のスピーディーでシームレスな事業化移行
を実現します。

短期開発 中期開発 長期開発

色材・機能材
技術部門

トーヨーカラー、東洋ビジュアルソリューションズ

ポリマー ･塗加工
技術部門

トーヨーケム、東洋モートン

ポリマー ･塗加工
ポリマー材料研究所

トーヨーケム

色材･機能材
先端材料研究所

トーヨーカラー
基礎研究

技術開発研究所
フロンティア研究所

東洋インキSCホールディングス

解析･分析
解析技術研究所

マーケティング･事業企画
インキュベーションセンター

生産プロセス
生産技術研究所

企画
R&D企画部

知的財産管理
知的財産部

パッケージ／印刷･情報
技術部門

東洋インキ、マツイカガク

パッケージ／印刷･情報
機能材開発研究所

東洋インキ

社外機関との協働によるオープンイノベーション

東洋インキSCホールディングス

東洋インキSCホールディングス
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